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平成２９年度水産関係補正予算の概要
平成29年12月
水 産 庁

総額 ５５５億円

公共 １４８億円
非公共 ４０７億円

１ 「ＴＰＰ等関連政策大綱」の着実な実施（２３０億円）

○ 水産業競争力強化緊急事業 ２３０億円

① 広域浜プラン等に基づく実証的取組等に対する支援
５億円

・ 広域浜プラン等に基づく収入向上・コスト削減の実
証的取組（養殖用生餌の安定供給、機能再編等）や定
置網の安定的な操業に必要なクロマグロの混獲回避活
動を支援

② 水産業競争力強化のための機器等導入に対する支援
４０億円

・ 広域浜プラン等に基づく生産性の向上、省力・省コ
スト化に資する漁業用機器等の導入を支援

③ 水産業競争力強化のための施設整備 ３２億円

・ 広域浜プランに基づき、高鮮度化、産地市場統廃合
等による競争力強化を図るための共同利用施設の新設
・改築、既存施設の撤去を支援

④ 水産業競争力強化のための漁船導入に対する対策
１４５億円

・ 広域浜プランに基づく担い手へのリース方式による
漁船の導入や国際水準に見合った漁船の導入を支援

⑤ 水産業競争力強化のための金融支援 ７億円

・ 漁業用機器や漁船の導入に係る借入資金の実質無利
子化等を支援

２ 水産業の輸出力の強化（７１億円）

○ 水産物輸出拡大緊急対策事業 ７１億円

① 水産物輸出促進のための基盤整備＜一部公共＞６１億円

・ 今後、輸出拡大が見込まれる大規模な拠点漁港・港
湾における集荷・保管・分荷・出荷等に必要な共同利
用施設等の整備を支援

② ＨＡＣＣＰ対応のための施設改修等支援事業 １０億円

・ 輸出先国のＨＡＣＣＰ基準を満たすための水産加工
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・流通施設の改修等を支援

（関連対策）

○ 品目別輸出促進緊急対策事業 ２０億円の内数

・ 輸出先国の品質・衛生条件への適合に必要な機器整
備、海外でのプロモーション活動、輸出重点品目の減産
防止対策や効果的な資源の増大方法の実証等を支援

○ 規格・認証、知的財産の戦略的活用の推進のうち、日本発
の水産エコラベル認証取得加速化事業 ８億円の内数

・ 日本発の水産エコラベル認証の国内外への普及を加速
化させるため、認証を取得しやすくするシステムの構築
や講習会・研修会の開催等を支援

３ 漁業構造改革の推進（２２億円）

○ 漁業構造改革総合対策事業 ２２億円

・ 資源管理に取り組む漁業者による革新的な操業・生産
体制の確立や操業転換を促進するため、高性能漁船の導
入等による生産性・収益性向上の実証の取組を支援

４ 外国漁船対策等（１２４億円）

① 漁業取締船の建造 ４０億円

・ 我が国海域において操業する外国漁船への取締体制
を強化するため、水産庁所属の漁業取締船を２隻建造

② 漁業安全情報伝達迅速化事業 １７億円

・ 北朝鮮からミサイルが発射された際の情報を迅速か
つ確実に漁船へ伝達できるよう、自動で情報発信する
システムを導入

③ 韓国・中国等外国漁船操業対策事業 ５０億円

・ 急増する韓国・中国等の外国漁船に対応するため、
漁業者が行う外国漁船が投棄した漁具等の回収・処分
や外国漁船の操業状況の調査・監視等を支援

④ 沖縄漁業基金事業 １８億円

・ 日台漁業取決め海域等において、沖縄の漁業者が行
う外国漁船が投棄した漁具等の回収・処分や外国漁船
の操業状況の調査・監視等を支援

５ 防災・減災対策の加速化（１０８億円）

○ 漁業地域における防災・減災対策の推進

① 水産基盤整備事業＜公共＞ ７９億円
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・ 台風や豪雨等の自然災害への対策として、防波堤の
耐波性能の確保など漁港施設の機能強化等を支援

② 漁港関係等災害復旧事業＜公共＞ ２７億円

・ 台風や豪雨等により被災した漁港施設等の復旧等を
早期に実施

③ 漁港海岸事業＜公共＞ ２億円

・ 台風等の自然災害への対策として、漁港地域におけ
る堤防等の整備を推進



水産業競争力強化緊急事業
【２３，０００百万円】

対策のポイント

水産業の競争力強化を図るため、持続可能な収益性の高い操業体制への転

換の取組を支援します。

＜背景／課題＞

意欲ある漁業者が将来にわたり希望を持・ 総合的なＴＰＰ等関連政策大綱」に即し、「

って漁業経営に取り組むことができるよう水産業の体質強化 。を図ることが重要です

・ 浜の広域的な機能再編等を通じて持続可能な収益性の高い操業体制への転このため、

を進めることが必要です。換

政策目標

平成32年までに１経営体当たりの生産額を10％以上向上

＜主な内容＞

１．広域浜プラン緊急対策事業 ４８５百万円

複数の漁村地域が連携して取り組む浜の機能再編や中核的担い手の育成を推進す

「浜の活力再生広域プラン」等 収入るための に基づき、意欲ある漁業者が実施する

向上・コスト削減の実証的取組（養殖用生餌の安定供給、機能再編等）や定置網の

します。安定的な操業に必要なクロマグロの混獲回避活動を支援

補助率：定額、１／２

事業実施主体：民間団体等

２．競争力強化型機器等導入緊急対策事業 ４，０００百万円

意欲ある漁業者が生産性の向上、省力「浜の活力再生広域プラン」等に基づき、

します。・省コスト化に資する漁業用機器等を導入する場合に支援

補助率：定額、１／２

事業実施主体：民間団体等

３．水産業競争力強化緊急施設整備事業 ３，１８７百万円

「浜の活力再生広域プラン」に基づき、 の整競争力強化のために必要となる施設

備、 等を推進するために必要な施設の整備及びそれら施設に関連産地市場の統廃合

する旧施設の撤去を支援します。

補助率：１／２以内等

都道府県、市町村、漁業協同組合等事業実施主体：

［平成29年度補正予算の概要］
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［平成29年度補正予算の概要］

４．水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業 １４，５００百万円

（１）浜の担い手漁船リース緊急事業

浜が連携して水産業の競争力強化を図るため 「浜の活力再生広域プラン」に基、

中核的漁業者として位置づけられた者 必要なづき、 が所得向上に取り組むために

します。中古漁船又は新造漁船を円滑に導入できるよう支援

（２）漁船漁業構造改革緊急事業

漁船漁業の競争力強化を図るため 「漁船漁業構造改革広域プラン」に基づき、、

中核的漁業者として位置づけられた者 必要な中古が収益性向上に取り組むために

します。漁船又は新造漁船を円滑に導入できるよう支援

補助率：定額、１／２

事業実施主体：民間団体

５．水産業競争力強化金融支援事業 ７３０百万円

２又は４の事業により、漁船の建造・取得・改修、漁業用機器等の導入を図る漁

実質無利子や無担保・無保証人等での融資が可業者等が借り入れる資金について、

します。能となるよう支援

融資枠：１８０億円

保証枠：１５２億円

補助率：定額、１／２

事業実施主体：民間団体

（注 ・１、２、４及び５の事業については、民間団体に基金を造成し、複数年度の事業）

実施を可能とするなど弾力的な運用を行います。

（ 、 、 ）補助率：基金管理団体へは定額 支援対象者へは 事業費の定額 １／２以内 等

基金管理団体：民間団体

浜の活力再生広域プラン」等に基づき水産業の競争力強化に取り支援対象者：「

組む漁業者または漁業者団体 等

・３の事業については、都道府県へ交付します。

お問い合わせ先：

１の事業 水産庁防災漁村課 （０３－６７４４－２３９２）

水産庁栽培養殖課 （０３－６７４４－２３８３）

水 産 庁 管 理 課 （０３－３５０２－８４５２）

２の事業 水 産 庁 企 画 課 （０３－６７４４－２３４１）

３の事業 水産庁防災漁村課 （０３－６７４４－２３９１）

水産庁加工流通課 （０３－３５９１－５６１２）

水産庁栽培養殖課 （０３－３５０１－３８４８）

４の事業 水産庁研究指導課 （０３－６７４４－２０３１）

５の事業 水産庁水産経営課 （０３－６７４４－２３４７）
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水産物輸出拡大緊急対策事業
【７，１００百万円】

対策のポイント

水産物の輸出拡大を図るため、大規模流通・輸出拠点漁港等の整備や水産

加工施設等のＨＡＣＣＰ対応の推進を支援します。

＜背景／課題＞

高品質な我が国水産物の一層の輸出拡大を推・ＴＰＰや日ＥＵ・ＥＰＡを契機として、

することが重要です。進

大規模流通・輸出拠点漁港等の整備、輸出に必要な水産加工施設等のＨＡ・このため、

することが必要です。ＣＣＰ対応を総合的に推進

政策目標

水産物の輸出金額を平成31年までに3,500億円に拡大

＜主な内容＞

１．水産物輸出促進緊急基盤等整備事業＜一部公共＞ ６，１００百万円

（１）水産物輸出促進緊急基盤整備事業＜公共＞

において、一大規模流通・輸出拠点漁港（特定第３種漁港等）を核とした地域

集荷・保管・分荷・出荷等に必要な共同利用施設等の一貫した衛生管理の下での

を推進します。体的整備

（２）水産物輸出拡大施設整備事業

水産物の陸揚量が多い港湾を核とした地域 港湾管理者等が行う岸壁において、

等の整備と連携 集荷・保管・分荷・出荷等に必して、一貫した衛生管理の下での

を推進します。要な共同利用施設等の一体的整備

国費率：１／２等

事業実施主体：国、地方公共団体、水産業協同組合

２．水産物輸出促進緊急推進事業（ＨＡＣＣＰ対応のための施設改修等支援事

業） １，０００百万円

輸出先国のＨＡＣＣＰ基準への対応 水産加工施を目指す水産加工業者等に対し、

します。設の改修等を支援

補助率：１／２以内

事業実施主体：民間団体等

【平成29年度補正予算の概要】
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（関連対策）

１．水産物輸出促進緊急推進事業

２，０００百万円の内数

水産物の輸出を拡大するため、計画的な輸出に取り組む水産加工業者等に対する

輸出先国の品質・衛生条件への適合に必要な機器整備、輸出先国のニーズ等に合わ

せた海外でのプロモーション活動の実施及び ホタテ、ナマコに輸出重点品目である

ついて安定した生産量の確保を目的とした減産防止対策や効果的な資源の増大方法

等について支援します。の実証

品目別輸出促進緊急対策事業で実施

委託費、補助率：定額、１／２以内

委託先、事業実施主体：民間団体等

２．日本発の水産エコラベル認証取得加速化事業

８００百万円の内数

認証を取我が国発の水産エコラベル認証の国内外への普及を加速化させるため、

得しやすくするシステムの構築 講習会・研修会の開催 海外専門家の招聘等にや、 、

します。ついて支援

規格・認証、知的財産の戦略的活用の推進で実施

補助率：定額

事業実施主体：民間団体等

お問い合わせ先：

１の事業 水産庁計画課 （０３－３５０２－８４９１）

２の事業 水産庁加工流通課 （０３－３５０２－８４２７）

関連対策１の事業 水産庁加工流通課 （０３－３５０２－８４２７）

水産庁漁場資源課 （０３－３５０２－８４８６）

水産庁栽培養殖課 （０３－３５０１－３８４８）

関連対策２の事業 水産庁企画課 （０３－６７４４－２３４３）

【平成29年度補正予算の概要】
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水
産
物
輸
出
拡
大
緊
急
対
策
事
業

 
◆

水
産

物
輸
出

促
進
緊

急
基
盤

等
整
備

事
業
〈

一
部
公
共
〉

 
 

 
大
規
模
流

通
・
輸

出
拠
点

漁
港
（
特
定

第
３
種
漁
港
等
）
を
核
と
し
た
地
域
等
で
、
周
辺
の
産
地
か
ら
の
水

産
物
も
取

り
込

み
、
一
貫

し
た
高

度
衛

 
生
管
理
の
下

で
の
集

荷
・
保
管

・分
荷

・出
荷
等

に
必
要
な
施
設
を
一
体
的
に
整
備
（
輸
出
体
制
を
短
期
間

に
構

築
す
る
た
め
、
荷

さ
ば

き
施

設
、

 
製
氷
施
設
等
の

整
備

を
支
援

） 
◆
水

産
物
輸
出

促
進
緊

急
推
進

事
業
（

Ｈ
Ａ
Ｃ

Ｃ
Ｐ
対
応
の
た
め
の
施
設
改
修
等
支
援
事
業
）
  

 

  
  

 輸
出
先
国

の
Ｈ
Ａ
Ｃ
Ｃ
Ｐ
基

準
に
対

応
す
る
た
め
の
水
産
加
工
・流

通
施
設
の
改
修
等
を
支
援

 
◆
品
目

別
輸
出

促
進
緊

急
対

策
事

業
の

う
ち

水
産

物
輸
出
促
進
緊
急
推
進
事
業
等
（
関
連
対
策
）
 
 

 
 
 輸

出
先
国
の

品
質

・
衛

生
条
件

へ
の
適

合
に
必
要
な
機
器
整
備
の
支
援
、
海
外
で
の
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
活
動

、
ホ
タ
テ
、
ナ
マ
コ
の

安
定
生

産
確
保

  
   

 対
策
、
日

本
発

の
水

産
エ
コ
ラ
ベ
ル

認
証

の
普
及

加
速
化
に
向
け
た
シ
ス
テ
ム
構
築
等
を

 実
施

 

【
平
成

2
9
年
度
補
正
予
算
額
：
７

,１
０
０
百
万
円
】
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漁業構造改革総合対策事業
【２，２００百万円】

対策のポイント
漁業・養殖業の競争力を強化するため、高性能漁船の導入等による生産性

・収益性向上の実証の取組に必要な経費を支援します。

＜背景／課題＞

・我が国の漁業・養殖業は、燃油価格の変動、外国漁船との競合、資材・餌料価格の高

止まり等により厳しい経営環境にあります。

・このため、漁業・養殖業の競争力を強化し、将来にわたる水産物の安定供給を確保す

るため、生産性・収益性の高い操業・生産体制の確立や操業転換を早急に図る必要が

あります。

政策目標
生産性・収益性の高い操業・生産体制の確立や操業転換を促進

＜主な内容＞

我が国漁業を取り巻く状況変化に対応し、資源管理に取り組む漁業者による革新的な

操業・生産体制の確立や操業転換を促進するため、高性能漁船の導入等による生産性・

収益性向上の実証の取組を支援します。

補助率：定額（用船料等相当額の１／３以内等）

事業実施主体：特定非営利活動法人水産業・漁村活性化推進機構

［お問い合わせ先：水産庁研究指導課 （０３－６７４４－０２０５）］

［平成29年度補正予算の概要］
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我
が
国
漁
業
を
取
り
巻
く
状
況
変
化
に
対
応
し
、
資
源
管
理
に
取
り
組
む
漁
業
者
に
よ
る
革
新
的
な
操
業
・

生
産
体
制
の
確
立
や
操
業
転

換
を
促
進
す
る
た
め
、
高
性
能
漁
船
の

導
入
等
に
よ
る
生
産
性
・
収
益
性
向

上
の
実
証
の
取
組
を
支
援
。

 

漁
業

構
造

改
革

総
合
対
策
事
業

 
【
平
成

2
9
年

度
補
正

予
算
額

 ：
 ２

,２
０
０
百

万
円
】
 

 補
助
対
象

 ：
 

運
航
経
費
、

 
用
船
料
等
相
当
額
等

 
 補
助
率

 ：
 

定
額
、
定
額
（
用
船
料
等
相
当

額
の

1
/
3
以
内
等
）
 

 事
業
実
施
主
体

 ：
 

特
定
非
営
利
活
動
法
人
水
産

業
・
漁
村
活
性
化
推
進
機
構

 
 交
付
先

 ：
 

国
 

⇓
 

特
定
非
営
利
活
動
法
人
水
産

業
・
漁
村
活
性
化
推
進
機
構

 
⇓
 

漁
業
協
同
組
合
等

 
 

改
革
計
画

の
策
定

 

◯
漁
業
者
、
漁
業
協
同
組
合
、
流
通
・
加
工
業
者
等
が
一
体

と
な
っ
て
地
域
の
漁
業
・
養
殖
業
の
改
革
計
画
を
策
定

 

も
う
か
る
漁
業
創
設
支
援
事
業
の
実
施

 

 
<
運
航
経
費

>
 

  
人
件
費

 
 
燃
油
費

 
 
餌
代

 
 
氷
代

 
 
魚
箱
代

 
 
そ
の
他
の
資
材
費

 
 
販
売
費

 
等

 
 

基 金 か ら 助 成 用 船 料 等 相 当 額 の 

１ ／ ３ 等 を 補 助 

 
  

<
用
船
料
等
相
当
額

>
 

  
減
価
償
却
費

 
 
漁
具
等
償
却
費

 
 
消
耗
品
費

 
 
修
繕
費

 
等

 
 

<
補
助

>
 

返 還 は 不 要 

水
揚
金

 

  
<
自
己
負
担
分

>
 

<
補
助

>
 

基 金 に 返 還 
経
費

 
収

入
 

◯
漁
業
協
同
組
合
等
が
改
革
計
画
に
基
づ
く
収
益
性
向
上
の

実
証
事
業
を
実
施

 

従
来

型
漁

船
 

高
性

能
漁

船
 

・
省
エ
ネ
船
型

/
推
進
機
関

 
・
省
力
型
漁
労
機
器

 
・
高
鮮
度
保
持
魚
槽

 
・
高
機
能
冷
凍
設
備

 
・
洋
上
転
載
設
備

 
 

 
等

 
 

資
源

管
理
に
取

り
組
む
漁

業
者
に
よ
る
革
新
的
な

 
操

業
・
生
産
体
制
の
確
立
や
操
業
転
換
を
促

進
 

高
性

能
漁

船
の

導
入

等
に
よ
る
生
産

性
向
上
等

 

⇒
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外国漁船対策等

【１２，３５７百万円】

対策のポイント

我が国周辺海域における水産資源の管理と操業秩序の維持のため、外国漁船

の違法操業等に対する漁業取締体制等を維持・強化します。

＜背景／課題＞

・外国漁船等による違反操業は、我が国周辺海域における水産資源管理の取組や我が国

漁業者による円滑な漁場利用に対する大きな障害となっていることから、漁業取締り

を強化することが必要です。

・特に近年、道東・三陸沖公海への中国漁船等の進出や日本海大和堆周辺など、我が国

周辺海域において外国漁船の操業が増加・広域化する中、我が国水産資源の保存・管

理及び漁業秩序の維持のための漁業取締りの充実、外国漁船の影響を受けている漁場

の機能回復や漁業者の経営安定・被害救済への支援が求められています。

・また、北朝鮮から発射されたミサイルが我が国漁船操業海域付近に落下する事案が頻発

しており、漁船への情報伝達の迅速化が求められています。

政策目標

漁業取締りの強化等による水産資源の適切な保存及び管理の推進

＜主な内容＞

１．漁業取締船の建造 ４，０００百万円

我が国周辺海域における外国漁船への取締体制強化のため、漁業取締船白嶺丸を最新

鋭船に代船するとともに、新たに漁業取締船１隻を建造します。

事業実施主体：国

２．漁業安全情報伝達迅速化事業 １，６５８百万円

北朝鮮からミサイルが発射された際の情報を迅速かつ確実に漁船へ伝達できるよう、

自動で情報発信するシステムの導入を支援します。

補助率：定額

事業実施主体：一般社団法人全国漁業無線協会

[平成29年度補正予算の概要]
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３．韓国・中国等外国漁船操業対策事業 ４，９５０百万円

急増する韓国・中国等の外国漁船に対応するため、我が国海域において、漁業者が行

う外国漁船が投棄した漁具等の回収・処分や外国漁船の操業状況の調査・監視等を支援

します。

補助率：定額

事業実施主体：一般財団法人日韓・日中協定対策漁業振興財団

４．沖縄漁業基金事業 １，７５０百万円

日台漁業取決め海域等において、沖縄の漁業者が行う外国漁船が投棄した漁具等の回

収・処分や外国漁船の操業状況の調査・監視等を支援します。

補助率：定額

事業実施主体：公益財団法人沖縄県漁業振興基金

お問い合わせ先：

１、２の事業 水産庁管理課 （０３－３５０２－０９４２）

３、４の事業 水産庁漁業調整課 （０３－３５０２－８４６９）

[平成29年度補正予算の概要]
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漁
業

取
締

船
の

建
造

 
【
平
成
２
９
年

度
補

正
予

算
額

：
４
，
０
０
０
百

万
円

】
 

  
 水

産
庁
所
属
漁
業
取
締
船
「
白
嶺
丸
」
（
船
齢

2
4
年
）
の
代
船
と
し
て
、
大
型
化
し
た
最
新
鋭
の
漁
業

取
締
船
を
建
造
す
る
と
と
も
に
、
新
た
に
取
締
船
１
隻
を
建
造
し
、
漁
業
取
締
体
制
の
強
化
を
図
る
。
こ

れ
に
よ
り
、
水
産
資
源
の
保
存
管
理
を
推
進
し
、
そ
の
維
持
増
大
に
貢
献
す
る
。

 

事
業

実
施
主
体

 ：
国
（
水
産
庁
）
 

白
嶺

丸
 4

99
ﾄﾝ

（
建

造
後

24
年

）
 

問
題

点

・
時
化
の
多
い
日
本
海
・
山
陰
海
域
に
お

い
て
は
耐
航
性
の
向
上
が
課
題

・
船
体
、
機
関
、
搭
載
機
器
の
老
朽
化

 
代

船
・
増
隻
（
イ
メ
ー
ジ
）

・
最

新
鋭

の
取

締
装

備
・情

報
機
器

の
導
入

・
取

締
効

率
の

向
上

代
船

建
造

に
よ
る

大
型

化

・
大

型
化

に
よ
る
耐

航
性

の
向

上

・
我
が
国
周
辺
海
域
に
お
け
る
外
国
漁
船
等
へ
の
対
応
力
を
強
化

・
水
産
資
源
の
管
理
と
操
業
秩
序
の
維

持
を
図
る
。

 
 
取

締
能

力
の

低
下

 
 
取

締
能

力
の

向
上

（
国
庫
債
務
負
担
行
為

限
度

額
（
３
年

）
 ：
８
，
５
４
４
百

万
円

 ）
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防 衛 省 

内 閣 官 房 

水 産 庁 

無 線 局 

漁
 
船

 

無
線

局
が

受
信

す
る

電
子

メ
ー

ル
を

音
声

情
報

に
変

換
す

る
機

器
を

無
線

設
備

に
接

続
す

る
こ

と
で

、
漁

船
へ

の
自

動
転

送
（
音

声
）
が

可
能

。
 

ミ
サ

イ
ル

発
射

か
ら

３
～

４
分

 

 

漁
業

安
全

情
報

伝
達

迅
速

化
事

業
 

防 衛 省 

内 閣 官 房 

水 産 庁 

無 線 局 等 

※
無

線
局

以
外

の
情

報
伝

達
先

 
 
：
都

道
府

県
・
業

界
団

体
 

漁
 
船

 

超
短

波
無

線
局

 
 

５
５
０
か

所
、

沿
岸

漁
船

：
約

4
0
,0

0
0
隻

 
 

漁
業

協
同

組
合

の
事

務
所

の
一

室
に

設
置

さ
れ

て
お

り
、

主
に

沿
岸

・
沖

合
を

対
象

に
無

線
通

信
業

務
を

行
っ

て
い

る
。

 

中
短

波
・
短

波
無

線
局

 
 

３
３
か

所
、

沖
合

・
遠

洋
漁

船
：
約

1
,6

0
0
隻

 
  
 比

較
的

大
型

の
無

線
設

備
を

有
し

、
沖

合
・
遠

洋
を

対
象

に
無

線
通

信
業

務
を

行
っ

て
い

る
。

 

ミ
サ

イ
ル

発
射

か
ら

３
～

４
分

 
無

線
局

の
体

制
次

第
 

自
動

転
送

 
自

動
転

送
 

手
動

 

自
動

転
送

 
自

動
転

送
 

自
動

転
送

 

 
 

 
 

 
 
【
平

成
29

年
度

補
正

予
算

額
：1

,6
58

百
万

円
】

 

現
  状
 

今
  後
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日

本
海
の
大
和
堆
周
辺
水
域
等
に
お
い
て
、
急
増
す
る
韓
国
・
中
国
等
の
漁
船
に
よ
り
影
響
を
受
け
て
い
る
漁
場

の
機
能
回
復
や
日
韓
漁
業
交
渉
中
断

等
に
伴
う
我
が
国
漁
業
者
の
経
営
安
定
・
被
害
救
済
の
た
め
の
対
策
を
支

援
。

 

 
韓
国
・
中
国

等
外

国
漁
船
操
業
対
策
事
業

 
【
平
成

2
9
年
度
補
正
予
算
額
：
４
，
９
５
０
百
万

円
】
 

効
 
果

 

   

○
漁

場
機

能
回
復
管

理
協
力

 
  

 
外
国
漁
船
の
投
棄
漁
具
等

の
回
収
・
処

分
等
へ
の
支
援

（
用
船
料
や

処
分
費
等
）
 

韓
国

漁
船

等
に
よ
る
投

棄
漁

具
 

○
漁

業
経

営
安
定
化

支
援

 
  

 緊
急
避

泊
す
る
外
国
漁
船
に
よ
る
被

害
を
軽

減
す
る

た
め
の
監
視
活
動
等
へ
の
支
援
（
用
船
料
等
）
 

 ・
資

源
回

復
に
よ
る

  
  漁

場
拡

大
 

 ・
漁

業
生

産
量
の

 
 

  増
加

 
 ・
経

営
の

安
定

 

   

 
○

外
国

漁
船

被
害
救

済
支
援

 
   
外
国
漁
船

の
操
業
状
況
調
査
・
監
視
、
外
国
漁

船
に

よ
る
漁
具
・
施
設
被
害
の
復
旧
支

援
等
へ

の
支
援

（
用

船
料
等

）
 

 

国
 

事
業
主
体
：
 

一
般
財
団
法
人
日
韓
・
日
中

協
定
対
策
漁
業
振
興
財
団

 

○
基

金
の
管
理
・
運
用

 
○
事

業
計
画
の
承
認
及
び

 
   

 指
導
・
助
言

 
○
事
業
計
画
に
基
づ
く
事
業

 
   

 実
施
に
か
か
る
経
費
の

 
   

 助
成

 

補
助
金
（
補
助
率
：
定
額
）
 

 
 

事
業
実
施
者
（
漁
協
等
）
 

○
事
業
計
画
の
策
定

 
○
事
業
計
画
に
基
づ
く
事
業

 
 

 実
施

 

事
業
費

 

事
業
内
容

 
事

業
ス
キ
ー
ム
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 外

国
漁
船
に
よ
り
影
響
を
受
け
て
い
る
沖
縄
県
の
漁
業
者
の
経
営
安
定
・
被
害
救
済
の
た
め
の
対
策
を
基
金

に
よ
り
助
成

 
 

沖
縄

漁
業
基
金
事

業
 

【
平
成

2
9
年

度
補
正

予
算
額

：
１

,７
５

0
百

万
円

】 

  
  

              
 

  
  

  
  

  補
助
率

 ：
定

額
 （
定

額
、

1
/
2
以
内
、

2
/
3
以
内
、

1
/
3以

内
）
  
 

 事
業
実
施
主
体

 ：
 

 公
益
財
団
法
人
沖
縄
県
漁

業
振

興
基

金
 

 交
付
先

 ：
 

  
 国

 ⇒
公

益
財
団
法
人
沖
縄
県
漁
業
振
興
基
金
⇒
漁

業
協
同
組
合
等

 

  

効
 
果

 

   

 ・
資

源
回

復
に
よ
る

 
  漁

場
拡

大
 

 ・
漁

獲
量

の
増
加

 
 ・
経

営
の

安
定

 

・
 
海
岸

清
掃

等
の
活

動
へ
の
支

援
 

沖
縄

の
美

し
い
海

を
残

す
 

・
 
沖
縄
産

水
産
物
の

流
通
促
進

及
び
消
費

の
拡

大
 

 
 
 に

必
要

な
取
組
へ

の
支
援

 

沖
縄

の
漁

業
の

収
益

力
を
高

め
る

 
 沖

縄
の

漁
場

を
外

国
漁

船
か

ら
守

る
 

 
・
 
外
国

漁
船
の
操

業
状
況
調

査
・
監
視

、
漁
具

・
施

 
 

 
 
設
被

害
の
復
旧

支
援
に
要

す
る
経
費

を
支

援
 

 
・
 
 日

本
漁

船
の
操

業
状
況
等

を
把
握
す

る
シ
ス

テ
ム

 
 

 
 
の
開

発
・
運
用

に
対
す
る

支
援
。
 

 
・
 
外
国

漁
船
に
よ

る
投
棄
漁

具
の
回
収

・
処
分

費
へ

 
 

 
 
の
支

援
 

 
・
 
外
国

漁
業
者
と

の
民
間
交

流
に
よ
る

操
業
ル

ー
ル

 
 

 
 
 策

定
を

推
進

 

   

・
漁
場
生
産
力
・
漁
労
生
産
性
向
上
の
た
め
漂
流
・
 

  漂
着
ゴ
ミ
の
除
去
活
動
へ
の
支
援

 

・
流
通
の
目
詰
ま
り
を
解
消
す
る
た
め
に
行
う
消
費

 
  地

の
ニ
ー
ズ
把
握
や
必
要
な
加
工
機
器
の
整
備

   
  等

の
支
援

 

・
外
国
漁
船
の
操
業
状
況
調
査
・
監
視
、
外
国
漁

 
  船

に
よ
る
漁
具
・
施
設
被
害
の
復
旧
支
援
等
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水産基盤整備事業（公共）
【１１，８８２ 】百万円

対策のポイント
・総合的なＴＰＰ等関連政策大綱に基づき、水産物の輸出拡大を図るため、
大規模流通・輸出拠点漁港において、衛生管理対策等を推進します。

・自然災害に強く安全で安心な漁業地域の実現に向けて、漁業地域における
防災・減災対策や長寿命化対策を推進します。

＜背景／課題＞
・ 総合的なＴＰＰ等関連政策大綱」に基づき、高品質な我が国水産物の一層の輸出拡「

大規模流通・輸出拠点漁港において、衛生管理対策や流通機能の高度大を図るため、
を図ることが必要です。化

・九州北部豪雨等近年の異常に発達する や、南海トラフ等の切迫する台風・低気圧災害
備え、人命・財産や施設被害、地域産業への影響を最小限に大規模地震・津波災害に

抑えるため、施設の機能強化等が必要です。

政策目標
○水産物輸出額の拡大

（1,700億円（平成24年） → 3,500億円（平成31年 ））
○流通拠点漁港における水産物の品質向上や出荷安定の推進
（水産物取扱量のおおむね50％について新たな品質向上等の取組を実施(平成
33年度))

○流通・輸出拠点漁港のうち、新たに輸出を拡大させる漁港の増加
（おおむね60漁港で数量、魚種、輸出先国を拡大（平成33年度 ））
○流通拠点漁港のうち、災害発生時における水産業の早期回復体制が構築さ
れた漁港の増加
（おおむね30％の漁港において早期回復体制を構築（平成33年度 ））

＜主な内容＞

１．水産物輸出促進緊急基盤整備事業 ４，０００百万円
一貫大規模流通・輸出拠点漁港（特定第３種漁港等）を核とした地域において、

した衛生管理 集荷･保管･分荷･出荷等に必要な共同利用施設等を一体的に整の下での
します。備

直轄漁港整備事業 ７００百万円
水産流通基盤整備事業 ３，３００百万円

国費率：10／10、２／３、１／２
事業実施主体：国、地方公共団体等

２．自然災害に備えた漁業地域の防災・減災対策 ７，８８２百万円
近年異常に発達する台風・低気圧災害や切迫する大規模地震・津波災害に備えた

します。漁業地域の防災・減災対策を推進
直轄漁港整備事業 ２，０４６百万円
水産流通基盤整備事業 １，９９９百万円
水産生産基盤整備事業 １，５８２百万円
水産物供給基盤機能保全事業 ９６３百万円
漁港施設機能強化事業 １，２９２百万円

国費率：10／10、１／２等
事業実施主体：国、地方公共団体

［お問い合わせ先：水産庁計画課 （０３－３５０２－８４９１ ］）

[平成29年度補正予算の概要]
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水
産
基
盤
整
備
事
業

 

①
 

Ｔ
Ｐ

Ｐ
等

関
連

政
策

大
綱

に
基

づ
き

、
水

産
物

の
輸

出
拡

大
を

図
る

た
め

、
大

規
模

流
通

・
輸

出
拠

点
漁

港
に

お
い

て
、

衛
生

管
理

対
策

等
を

推
進

。
 

②
 

近
年

の
異

常
に

発
達

す
る

台
風

や
低

気
圧

等
の

自
然

災
害

に
強

く
、

安
全

で
安

心
な

漁
業

地
域

の
実

現
に

向
け

て
、

漁
業

地
域

に
お

け
る

防
災

・
減

災
対

策
を

推
進

。
 

波
浪
に
よ
る
越
波
と
漁
港
施
設
の
被
害

 

防
波

堤
の

耐
波

性
能

の
確

保
 

 
九

州
北

部
豪

雨
等

近
年

の
異

常
に

発
達

す
る

台
風

・低
気

圧
災

害
や

、
南

海
ト

ラ
フ

等
の

切
迫

す
る

大
規

模
地

震
・津

波
災

害
に

備
え

、
人

命
・財

産
や

施
設

被
害

、
地

域
産

業
へ

の
影

響
を

最
小

限
に

抑
え

る
た

め
、

防
波

堤
等

施
設

の
機

能
強

化
対

策
を

実
施

。
 

①
T

P
P
等

関
連

政
策

大
綱

に
基

づ
く

対
策

：
４

，
０

０
０

百
万

円
 

 
 

「大
規

模
流

通
・輸

出
拠

点
漁

港
」（

特
定

第
３
種

漁
港

等
）を

核
と

し
た

地
域

に
お

い
て

、
周

辺
の

小
規

模
な

産
地

か
ら

の
水

産
物

も
取

り
込

み
、

一
貫

し
た

衛
生

管
理

の
下

で
の

集
荷

・保
管

・分
荷

・出
荷

等
に

必
要

な
共

同
利

用
施

設
等

に
つ

い
て

、
一

体
的

に
整

備
。

 

大
規

模
流

通
・

輸
出

拠
点

漁
港

に
お

け
る

施
設

の
一

体
的

な
整

備
 

【
平
成

2
9
年
度
補
正
予
算
額
：
１
１
，
８
８
２
百
万
円
】
 

②
防

災
・

減
災

対
策

：
７

，
８

８
２

百
万

円
 

対
策

 

粘
り

強
い

構
造

を
持

つ
防

波
堤

 

津
波
に
よ
る
転
倒
・
飛
散

 

陸
揚
施
設

（
防

風
防

暑
施

設
等

）
 

荷
さ
ば

き
施

設
（
密

閉
型

市
場

等
） 

加
工

場
 

 
冷

凍
・
冷

蔵
施

設
 

共
同
の
立
替
・
一
次
処
理
施
設

 
 

 
 

大
規
模
流
通
・
輸
出
拠
点
漁
港

 

製
氷
施
設

 

清
浄
海
水
取
水
施
設

・
排
水
浄
化
施
設

 

水
産
物
流
通

セ
ン
タ
ー
（
集

荷
・
保
管

・分
荷

・出
荷
）
 

対
策

 

未
改

良
 

整
備
済
み

 

19



漁港関係等災害復旧事業（公共）

【２，７４２百万円】

対策のポイント

台風、地震等により被災した漁港や海岸等を早期に復旧するため、災害復

旧事業を実施します。

＜背景／課題＞

台風、地震等により漁港や海岸等が被災した場合に、水産物供給機能の回復等を図る

ため、 が必要です。災害復旧事業による早期の復旧

政策目標

地域住民の生活の安定と水産物の安定供給体制の速やかな復旧

＜主な内容＞

１．漁港、海岸等の災害復旧事業 ２，６９４百万円

台風、地震等により被災した します。漁港や海岸等の災害復旧を実施

国費率（基本 ：４/５、２/３、6.5/10）

事業実施主体 ：都道府県、市町村

２．漁港、海岸等の災害関連事業 ４８百万円

台風により海岸に漂着した流木等が海岸保全施設の機能を阻害する場合、流木等

を処理する します。災害関連緊急大規模漂着流木等処理対策事業を実施

国費率（基本 ：５/１０）

事業実施主体：都道府県、市町村

[お問い合わせ先：水産庁防災漁村課 （０３－３５０２－５６３８）]

［平成29年度補正予算の概要］
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漁
港

関
係

等
災

害
復

旧
事

業
 

 

  
 

 

１
．

漁
港

施
設
災
害
復
旧
事
業

 
 

 
 
公
共
土

木
施
設
災
害
復
旧
事
業
費
国
庫
負

担
法

、
農

林
水

産
業

施
設
災
害
復
旧
事
業
費
国
庫
補
助
の
暫
定

措
置

に
関

す
る
法

律
に

基
づ
き
、
暴
風
、
洪
水
、
高
潮
、
地
震
そ
の
他
の

異
常

な
天

然
現

象
に
よ
り
生

じ
た
災
害
に
か
か
っ
た
施
設

を
復
旧

す
る
事

業
 

 【
対
象
施
設
】
 

 
 
○
防
波
堤
､岸

壁
､航

路
、
泊
地
、
道
路
等
の
漁

港
施

設
 

 
 
○
堤
防
､護

岸
等
の
海
岸
保
全
施
設

 
 

 
○
消
波
堤

等
の
漁
業
用
施
設

 
 （
２
）
事
業
主
体

 
 

 
 

 
 

 ：
  
地
方
公
共
団
体

 
（
３
）
国
庫
負

担
率
（
基

本
）
 ：

  
4
/
5
、

2
/
3
、

6
.5

/
1
0
 

 ２
．
漁
港
施
設
災
害
関
連
事
業

 
 

 
 
暴
風

、
洪
水
、
高

潮
、
地
震
そ
の
他
の
異
常
な
天

然
現

象
に
よ
り

生
じ
た
災

害
に
か
か
っ
た
施
設
の
復
旧
、
海
岸
に
漂

着
し
た
流

木
等

の
処
理
を
行

う
事

業
 

 【
対
象
施
設
】
 

 
 
○
漁
業
集
落
環
境
施
設
の
復
旧

 
 

 
○
海
岸
に
漂
着
し
た
流
木
等
が
海
岸
保
全
施

設
の

機
能

を
阻

害
す

る
場

合
の
流
木
等
の
処
理

 
 

 
 

（
２
）
事
業
主

体
 

 
 

 
 

 
 ：

  
地
方
公
共
団
体

 
（
３
）
国
庫
負

担
率

 
 

 
 

 
：
  

5
/
1
0
 

     
 

 

泊
地

 

航
路

 

防
波
堤

 

岸
壁
・
物
揚
場

 

【
平

成
2
9
年
度
補

正
予
算
】
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
２
，
７
４
２
百

万
円

 

防
波

堤
の

損
壊

（
福

井
県

 
高

浜
漁

港
（
台
風

2
1
号
）
） 
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漁港海岸事業（公共）
【２００百万円】

対策のポイント
津波、高潮等による被害で、人命や国民の生活に大きな支障が生じるおそ

れのある地域において、海岸保全施設の整備を推進し、防災・減災対策の強

化を図ります。

＜背景／課題＞

我が国は台風の常襲地帯であり、かつ地震多発地帯にあるため、高潮や津波による海・

岸災害が頻発しています。また、海岸侵食も全国的に顕在化しています。

ハード対策とソフト対策を組み合わせた防災・減災対策を・大規模自然災害に対して、

していく必要があります。強化

政策目標
○安全で活力ある漁村づくり

○漁業地域の防災機能・減災対策の強化

○海岸堤防の整備率 69％（平成32年度）

＜主な内容＞

海岸保全施設整備事業（高潮対策事業）
本年の台風により被害が発生した地域などにおける再度災害防止のため、高潮対策

等を緊急的に実施する。

補助率：２／３

事業実施主体：地方公共団体

［お問い合わせ先：水産庁防災漁村課（０３－３５０２－５３０４ ］）

［平成29年度補正予算の概要］
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漁
港

海
岸

事
業

 
【
平
成

2
9
年

度
補
正

予
算
額

： 
２
０
０
百

万
円
】
 

【
津
波
対
策
】

 

【
高
潮
対
策
】

 

海
側

 
陸
側

 
海

側
 

陸
側

 

海
側

 

陸
側

 

海
側

 
陸
側

 
海
側

 
陸

側
 

本
年
の
台
風
に
よ
り
被
害
が
発
生

し
た
地

域
な
ど
に
お
け
る
再

度
災

害
防

止
の

た
め
、
高
潮

対
策
等
を
緊

急
的
に
実
施

す
る
。

 

津
波

浸
入

状
況
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平
成

23
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 宮
城

県
渡

波
漁

港
海

岸
） 

海
岸
堤
防
に
よ
る
津
波
浸
入

の
防
止

 

台
風

に
よ
る
高

波
災

害
 

（
平
成

1
6
年

 
大

分
県

臼
杵

漁
港

海
岸
）
 

堤
防
嵩
上
げ
に
よ
る
越
波
の

防
止

 

津
波
、
高
潮
対
策
等
を
推
進
す
る
た
め
の

海
岸

保
全
施

設
の

整
備
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